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３五監第７１６号   

令和４年１月３１日   

   

五島市議会議長 木 口 利 光 様 

五島市長 野 口 市太郎 様 

五島市教育委員会教育長 村 上 富 憲 様 

五島市農業委員会会長 山 田 勝 久 様 

 

五島市監査委員 橋 本 平 馬 

五島市監査委員 荒 尾 正 登      

 

令和３年度例月財務監査結果報告の提出について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項及び第４項の規定に基づき、

令和３年１０月分例月出納検査に併せて例月財務監査を実施したので、同条第９項の規定

によりその結果に関する報告を次のとおり提出します。 

なお、地方自治法第１９９条第１４項の規定に基づき、講じた措置の状況について、令

和４年７月３１日までに本職に通知ください。 

記 

令和３年度例月財務監査結果報告書（令和３年１０月会計伝票監査分） 

第１ 監査の基準 

この監査は、五島市監査基準（令和２年五島市監査委員告示第１号）に準拠して実施

した。 

第２ 監査の種類 

例月財務監査（地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定による監査） 

第３ 監査の対象 

一般会計、特別会計及び歳入歳出外現金並びに水道事業会計の令和３年１０月分の収

入及び支出に関する会計伝票 

第４ 監査の着眼点 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適合し、正確で、最少の

経費で最大の効果を挙げるようにしているかを主眼において実施した。 

第５ 監査の主な実施内容 

例月出納検査に併せて、毎月提出される会計伝票から抽出し、収入及び支出の有効性、

効率性、経済性、合規性等の観点から監査した。 

第６ 監査の実施場所及び日程 

１ 監査の期間  令和３年１１月１６日から令和４年１月３１日まで 
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２ 実施場所   監査委員事務局等 

 (1) 実地監査 

ア 実施場所 魚津ヶ崎公園施設 

イ 日  程 令和３年１２月２４日 

 (2) 事情聴取 

ア 実施場所 市役所２階２－Ｂ会議室及び監査委員事務局 

イ 日  程 令和４年１月７日及び同月２５日 

 (3) 講評会 

ア 実施場所 市役所３階３－Ｃ会議室 

イ 日  程 令和４年１月３１日 

第７ 監査の結果 

第１から第６までの記載事項のとおり監査した限りにおいて、次の指摘事項を除き、

監査の対象となった財務に関する事務は法令に適合し、正確に行われ、最少の経費で最

大の効果を挙げるようにしていることが認められた。 

１ 指摘事項 

(1) 魚津ヶ崎公園施設の使用料等について 

五島市魚津ヶ崎公園施設条例（平成１６年五島市条例第１５５号。以下「公園施

設条例」という。）別表に掲げる魚津ヶ崎公園施設（以下「公園施設」という。）の

使用料（以下「使用料」という。）について、平成３０年度から令和３年度（令和３

年１１月２４日）までの、五島市魚津ヶ崎公園施設条例施行規則（平成１６年五島

市規則第１３５号。以下「公園施設規則」という。）第２条第１項及び第３項の魚津

ヶ崎公園施設利用許可申請書（以下「利用許可申請書」という。）及び魚津ヶ崎公園

施設利用許可書（以下「利用許可書」という。）（以下これらを「利用許可申請書・

許可書」と総称する。）５４１件を確認したところ、次のとおり不適正な事務処理が

なされている。なお、平成２９年度以前の利用許可申請書・許可書は、保存されて

いない。 

ア 利用許可申請書・許可書において、バンガローの利用者（公園施設条例第４

条第１項の規定により利用の許可を受けた者をいう。以下同じ。）が炊事用具を

利用すると記載しているものが２３件で、そのうち使用料を徴収しているもの

が１４件、免除しているものが９件ある。これらはバンガローに備え付けのも

のとは別に炊事用具を追加して利用するものであり、岐宿支所及び魚津ヶ崎公

園管理人業務受託者である魚津ヶ崎公園使用料徴収事務受託者（以下「使用料

徴収事務受託者」という。）は、バンガローに備え付けの炊事用具の使用料を徴

収していない。 

イ 利用許可申請書・許可書において、公園施設条例別表備考第１項に定める利

用時間の単位である「１日」の定義「午後２時から翌日の午前１０時まで」の
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利用時間（以下「公園施設条例に定める１日の利用時間」という。）以外に利用

しているものが８２件、利用時間の記載がないものが４３件ある。岐宿支所及

び使用料徴収事務受託者は、バンガローの使用料の徴収に当たり、これらの利

用許可申請書・許可書に記載された利用日時によらずに、公園施設条例に定め

る１日の利用時間により１日ごとの使用料を徴収している。 

ウ 岐宿支所は、魚津ヶ崎公園管理人業務委託契約を締結するに当たって、「管理

人から見積書を徴しても根拠としている単価（五島市会計年度任用職員の給与

及び費用弁償に関する条例第１２条の規定に基づく、報酬基準額を根拠）より

安価で見積りされる可能性が低いこと。業務をできる人が他にいない状況のな

かで見積書を徴した場合、予算の範囲内に収まらない可能性があること。」を理

由に五島市財務規則（平成１６年五島市規則第４３号。以下「財務規則」とい

う。）第８７条第２項第７号の規定「前各号に掲げる場合のほか、契約の目的又

は性質により社会通念上見積書を徴することが困難な場合」を適用して見積書

の徴取を省略し、随意契約の方法により契約を締結している。 

エ バンガローの利用者が魚津ヶ崎公園管理人業務受託者に提出した魚津ヶ崎キ

ャンプ場利用状況報告書に「Ａ棟のエアコンが２台お金を（1,000 円）入れて

も動かなかった。」と記載されていたことから、使用料徴収事務受託者に確認し

たところ、バンガローの利用者の退去時に、エアコンのコインタイマーに投入

された硬貨を確認して返却したとのことである。ただし、バンガローの利用者

に返却したことがわかる書類を徴取していない。 

オ 岐宿支所が、バンガローの利用について許可を行い、調定伝票を起票したう

えで市外の利用者に利用許可書及び使用料の納付書を送付したところ、その後

になって利用をキャンセルするとの連絡があった事例について、公園施設規則

第４条第３項の規定による魚津ヶ崎公園施設利用取消届を徴取することなく

利用を取り消して財務会計システムの調定データを削除し、会計課に調定伝票

の廃棄を依頼している。これを受けた会計課は、財務会計システムの調定デー

タが削除されていることを確認のうえ、当該調定伝票を廃棄している。 

カ 使用料の納入通知書兼領収書については、魚津ヶ崎公園管理人業務委託契約

書第２条第４項に使用料徴収事務受託者の業務内容について「宿泊施設等使用

料の徴収及び公金納付」と定められているにもかかわらず、市長名により岐宿

支所専用市長印を押印して納入通知を行っている。 

キ 使用料徴収事務受託者において、次のような事務処理が行われている。 

(ｱ) 使用料を過徴収したため、バンガローの利用者に還付して利用許可申請

書を訂正しているが、領収書を差し替えていない。 

(ｲ) 使用料の納入書の金額を訂正しているが、領収書を差し替えていない。 

(ｳ) 使用料徴収事務受託者は、利用者から徴収した使用料を岐宿支所長であ
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る岐宿支所出納員（以下「岐宿支所長出納員」という。）に払い込んでいる。 

アについては、岐宿支所によると、旧岐宿町がバンガローを供用開始した平成１

３年８月１日から炊事用具が既にバンガローに備え付けられており、当時から岐宿

支所が作成した「魚津ヶ崎公園」と題する使用料の一覧表に基づき事務処理を行っ

ているところ、当該使用料の一覧表の備考に「附属器具として、まな板・包丁・食

器カゴ・ボール・フライパン・やかん・盆・お玉じゃく子・しゃもじがついていま

す。」と記載されていることから、公園施設条例別表に掲げる炊事用具のうち飯ごう

を除き、バンガローに備え付けているものであり、当該備付けの炊事用具について

は使用料を徴収できないとの認識であり、使用料徴収事務受託者にもその旨を指示

していたことがその原因である。 

また、当該使用料の一覧表が公園施設条例別表と異なる内容で作成されており、

その確認を怠ったこと、さらに、同表バンガローの項摘要の欄に「食器・寝具付」

又は「食器付」とはあるが「炊事用具付き」とはないのであるから、同表炊事用具

の項区分の欄に掲げる用具をバンガローに備え付けていないか確認することなく、

従前のとおり漫然と事務処理をしていたこともその原因の一つであるから、同表に

掲げる使用料に基づく適正な事務処理を行われたい。 

なお、旧岐宿町がバンガローを供用開始した平成１３年８月１日から炊事用具に

ついて使用料を徴収すべきであったことについては、平成１３年８月１日に施行さ

れた旧岐宿町自然公園内町営公園施設条例の一部を改正する条例（平成１３年岐宿

町条例第１２号）による改正後の旧岐宿町自然公園内町営公園施設条例（昭和４５

年岐宿町条例第１号）において公園施設条例と同じ炊事用具について使用料が規定

されていることを、平成１３年９月１９日に旧岐宿町議会において承認された平成

１３年９月岐宿町議会定例会第３５号議案「専決処分の承認を求めることについて」

において確認した。 

また、市内の同種の施設である五島市宮の森総合公園条例（平成１６年五島市条

例第２４５号）及び五島市多郎島地区公園条例（平成１６年五島市条例第１４８号）

の別表においても炊事用具の使用料が規定されており、監査委員事務局が他の地方

公共団体の事例を調査した限りにおいては、炊事用具の使用料を条例で定めている

自治体が見受けられることから、公園施設条例別表に規定する炊事用具をバンガロ

ーに備え付けのものとして使用料を徴収しないことはできない。 

しかしながら、岐宿支所及び使用料徴収事務受託者からの事情聴取によると、旧

岐宿町がバンガローを供用開始した平成１３年８月１日から平成１６年８月１日の

新設合併による五島市発足をはさんで令和３年１１月２４日まで、炊事用具はバン

ガローに備え付けており、当該備付けのものとは別に追加して利用する場合にのみ

炊事用具の使用料を徴収しており、バンガローの利用者にもそのことを説明してい

たというのであるから、今になって、公園施設条例が定める炊事用具の使用料を遡
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及して徴収することは、利用者の信頼を裏切ることになり、そのような行為は信義

誠実の原則（禁反言の原則）に反することとなる。 

よって、バンガローに備え付けていた炊事用具の使用料を遡及して徴収すること

はできない。今後は、炊事用具はバンガローに備え付けるのではなく、公園施設条

例に基づき適正な使用料を徴収するよう見直すべきである。 

イの利用許可申請書・許可書の利用日時については、岐宿支所及び使用料徴収事

務受託者によると、利用者に公園施設の事務所に到着した時刻及び退去希望時刻を

記載させており、実務上、バンガローの利用者が午後２時前に事務所に来たときに

は、利用時間は午後２時から翌日の午前１０時までと説明したうえで、公園施設条

例に定める１日の利用時間ごとに使用の許可をしているとのことであるが、公園施

設条例別表にはバンガローの１時間当たりの使用料が規定され、１時間単位の利用

も想定されているのであるから、公園施設条例に定める１日の利用時間ごとのみ利

用させるのではなく、公園施設の管理上の都合もあるが、利用者の意向に沿うよう

な利用の許可をすべきである。 

また、利用許可申請書・許可書については、利用時間の記載がないものがある。

利用日時は、利用の許可及び使用料算出の根拠となるものであるから、利用者に公

園施設を実際に利用する日時を記載させ、岐宿支所の複数の職員により確認したう

えで、当該利用の許可をした日時に応じて使用料を徴収すべきである。 

ウの魚津ヶ崎公園管理人業務委託契約については、当該業務の処理に要する時間

等に応じて、人件費等の経費について設計額を算出して、見積書を徴取すべきであ

る。 

エのエアコンのコインタイマーに投入した硬貨（1,000 円）の返却については、

後の紛争を避けるためにも、返却したことがわかる書類を当該利用者から徴取すべ

きである。 

オの利用の許可後に行う利用の取消し手続きについては、公園施設規則第４条第

３項に「利用者は、公園施設の利用を取り消そうとするときは、利用日の前日まで

に魚津ヶ崎公園施設利用取消届（様式第３号）に許可書（変更許可書を含む。以下

同じ。）を添付して市長に提出しなければならない。」と規定するから、利用者から

魚津ヶ崎公園施設利用取消届を徴取すべきである。 

また、利用の取消しに伴う調定の処理については、財務規則第２５条に「既に調

定した歳入について変更すべき理由が生じたときは、直ちに変更に基づく増加額及

び減少額について、第２１条の規定に準じて調定する。」と規定するから、財務会計

システムの調定データを削除せずに、公園施設の利用取消しによる減額の調定伝票

を起票すべきである。 

さらに、会計課は、岐宿支所の依頼により、同支所から送付された調定伝票を廃

棄しているが、同支所は、財務規則第２６条の規定「収入命令権者は、第２１条か
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ら前条までの規定により歳入を調定したときは、第２１条第１項第２号から第８号

までに掲げる事項を記載した調定通知書又は調定更正書を速やかに会計管理者等に

送付しなければならない。」に基づき調定伝票を会計管理者に送付しているのであ

るから、会計課は、当該伝票を廃棄するのではなく、収入命令権者（専決者）であ

る岐宿支所長に返すべきである。 

カの納入通知書兼領収書については、使用料徴収事務受託者は、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定「次に掲げる普通地方公共

団体の歳入については、その収入の確保及び住民の便益の増進に寄与すると認めら

れる場合に限り、私人にその徴収又は収納の事務を委託することができる。」に基づ

き使用料の徴収事務を委託されているのであるから、使用料徴収事務受託者名によ

り私印を押印して納入通知を行うべきである。 

キに掲げる使用料徴収事務受託者の事務処理については、次のように改められた

い。 

① (ｱ)及び(ｲ)については、領収書は、出納における重要な証拠であり、その額

は徴収した使用料と一致すべきであるから、齟齬が生じないよう適正に処理さ

れたい。 

② (ｳ)の使用料徴収事務受託者が徴収した使用料については、地方自治法施行

令第１５８条第３項が、使用料徴収事務受託者は、市の規則の定めるところに

より、その徴収した使用料を、その内容を示す計算書を添えて、会計管理者又

は指定金融機関等に払い込まなければならないと規定するから、岐宿支所長出

納員に払い込むのではなく、直接指定金融機関等に払い込まれたい。 

以上のとおり、公園施設の使用料の徴収、魚津ヶ崎公園管理人業務委託契約の締

結及び使用料徴収事務受託者の事務処理について不適正なものが見受けられたから、

公園施設条例、公園施設規則、地方自治法施行令、財務規則、五島市随意契約ガイ

ドライン（平成２２年３月２５日付け２１五財第１５２１号財政課長通知）等にの

っとり、適正な事務処理に努められたい。 

（岐宿支所 会計課） 


